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 米国が地球温暖化対策の枠組みを決めたパリ協定から離脱を表明。既に地球温暖化規制を見直す大統
領令に署名しており、石炭を中心とする化石燃料産業の振興が目的と思われる。

 離脱による環境対策コストの削減から、米国エネルギー産業を中心に恩恵を受けるとの見方がある一
方、一部米国大手企業は将来的に再生可能エネルギー使用へ全面移行すると表明。

～ パリ協定に参加していない国はこれまでニカラグアとシリアのみ ～
 6月1日、米国トランプ大統領は、温室効果ガスの排出削減など地球温暖化対策の枠組みを決めたパリ協定
から離脱することを表明しました。トランプ氏の支持基盤である石炭などの化石燃料産業の振興や環境政
策を担う環境保護局（EPA）の予算縮小などが目的と思われます。気候変動に関する国際連合枠組条約
（UNFCCC）に加盟する世界190ヵ国以上の国のうちパリ協定不参加はニカラグアとシリアのみであり、
米国の離脱で3ヵ国目となります。米国国内からは、離脱を支持する声がある一方で今後の同盟国との関
係を危惧する声が上がっています。

～ 米国企業への影響は見方が分かれる ～
 離脱をうけて環境対策コストが削減されることから、エネルギー関連企業は恩恵を受けると見られており、
政権内でもEPAプルーイット長官などが離脱支持派と見られていました。一方、石油・天然ガスを開発す
る大手エネルギー企業は、環境科学者を経営陣に加えるなどパリ協定を支持する姿勢が目立っています。
米国が離脱することで温暖化ガス排出量に応じたコストを課すといった世界的な環境対策枠組み作りが欧
州各国主導となってしまえば、米国外でのエネルギー開発が逆風にさらされる可能性を想定しているため
と思われます。また、米国大手企業（ＧＭ、アップル、ウォルマートなど）は将来的に再生可能エネル
ギー全面移行を表明しており、今回の政策の米国内の産業振興への貢献度は低いとの見方もあります。

～ 協定離脱への手続きは数年かかるとの見方も ～
 離脱は手続きに4年近くかかるとされており、トランプ大統領が4年後の自身の2期目を見据え、離脱によ
る成果をアピールすることを考えているのであれば、早期の手続き完了が必要と思われます。UNFCCCを
脱退することで手続きの期間を短縮できると見られていますが、1992年に世界に先駆けて共和党も賛成
の上批准しているため、5月の世論調査で国民の7割近くが協定残留を支持している中では、ハードルが高
いと思われます。離脱をめぐる政権の動向が注目されるところです。石油等開発業指数はトランプ政権誕
生後、政策への期待から一時上昇しましたがその後は一進一退で推移し、離脱表明後も大きな反応はあり
ませんでした。一方、Ｓ&Ｐ500指数は良好な経済指標をうけ史上最高値を更新、原油価格は環境対応コ
スト低下によるシェールガス増産の見込みから低下しました。

出所）ブルームバーグデータを基にニッセイアセットマネジメントが作成

トランプ大統領の環境政策

米国がパリ協定離脱を表明。米国企業への影響は見方が分かれる。

・環境保護局（ＥＰＡ）の予算削減（31％減）
および人員削減

・石炭の採掘規制など地球温暖化規制の見直し
を指示する大統領令に署名

・緑の気候基金への拠出（30億ドル）停止

・パリ協定離脱表明

出所）各種報道資料よりニッセイアセットマネジメントが作成
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(年/月/日）

大統領選挙以降の原油価格と石油等開発業指数の推移
データ期間：2016年11月8日～2017年6月2日（日次）

※Ｓ&Ｐ500指数・Ｓ&Ｐ500石油・ガス探査・
開発業指数は11月8日を100として指数化


